
 

『「増加」企業、３年連続で上昇 小企業の借入金残高―日本公庫』 
  

 日本政策金融公庫が全国の小企業を対象に行った借入に関する調査 （２０１６年１０～１２月期） で、

金融機関からの小企業の借入金残高が前年と比べて 「減少した」 企業が５２.７％と半数を超えた半

面、「増加した」 企業の割合は２１.３％にとどまったものの、１４年以降、３年連続で上昇したことがわ

かった。 

 また、１６年に 「借入した （する予定）」 と回答した企業割合は４３.５％と前年から７.８ポイント上昇した。

資金使途は 「日常的な仕入・経費支払」 が半数以上の５０.３％と最も多く、次いで 「設備の更新・補修」 

（２１.９％）、「余剰手元資金の確保」 （１８.３％） の順。借入の決め手は 「必要な

タイミングだった」 が６７.２％と最も多く、次いで 「金融機関の対応 （経営相談、

訪問頻度） が良かった」 が１５.９％、「金利が下がった」 が７.９％。今後１年間の

借入金残高に関する方針をみると、「減らす」 と回答した企業の割合が６９.０％

に上り、前年調査から５.６ポイント上昇した。上昇は２年連続。 「現在の水準を維

持」 するとした企業は２４.２％、「増やす」 とした企業は６.８％。借入金残高の水

準に関する認識をみると､ 「適正」 と考えている企業が６２.１％を占めた一方、

｢過大｣ と考えている企業の割合も３２.５％に上った。 

 

『企業の女性登用・活用が進展 方針明示は７割以上―同友会』 
         

 経済同友会が会員企業を対象に行ったダイバーシティと働き方に関するアンケート調査結果による

と、女性の登用・活用を経営指針や経営計画等で明示し、対外公表している企業が７４.０％と７割以上

に上昇、２０１４年からの２年間でほぼ倍増した。また、７１.８％の企業が女性の登用・活用を推進する組

織を設置済みだった。管理職では女性の割合は７.１％ （前年＝１５年＝７.５％）、意思決定ボードでは４.

０％ （同４.１％） と進んでいないものの、取締役５.５％ （４.４％）、うち社外取締役１８.３％ （１４.０％） など、

経営トップ層への登用については徐々に進んでいる。 

 多様で柔軟な働き方への取り組み状況に関しては、全体の９割の企業が 「短時間勤務制度」 「長時

間労働の是正、残業時間の削減」 「年次有給休暇取得の奨励」 等を導入。残業時間は１５年に比べて

「減少傾向」 のケースが増え、５０.４％と最も高くなった。 「長時間労働の是正への

取り組み」 は多くの項目で１５年に比べて 「効果的+大変効果的」 と評価される傾

向がでた。中でも▽残業申請ルールの明確化および管理の適正化▽職場全体

での人員配置の適正化▽長時間労働の是正を行うという経営トップによる明確

なメッセージの発信―などの取り組みが１５年同様、効果的と捉えられた。 
  
出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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